
様式２ 

                                土 木 部 

No.  ７   

 

制 度 名 地域公共交通バリアフリー化調査事業 
主管課名 

都市計画課 

企画調整 G 

問合せ先 029-301-4583 

目的・趣旨 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）

に基づく移動等円滑化促進方針及び基本構想の策定に要する調査経費を支

援 

〔対象団体〕 

市町村（ただし、バリアフリー法第 24条の４第 1項又は第 26 条第 1項に規定する 

協議会の構成員） 

 

〔対象事業〕 

移動等円滑化促進方針策定事業、基本構想策定事業 

 

〔補助要件等〕 

・ バリアフリー法第 24 条の４第１項又は第 26条第１項に規定する協議会の構成員 

であること 

・ 基本構想については、公共交通特定事業（ホームドアの設置、ノンステップバスの 

導入等）に加え、心のバリアフリーに関する教育啓発特定事業（公共交通の利用疑似 

体験等）を位置づけ、ハード・ソフト一体的なバリアフリー化を目指すものに限る 

 

〔対象経費〕 

地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針及び基本 

構想の策定に要する調査経費 

・協議会開催等の事務費        ・地域のデータの収集・分析の費用 

・住民・利用者アンケートの実施費用  ・専門家の招聘費用 

・短期間の実証調査のための費用 等 

 

〔補助限度額等〕 

１／２（上限５００万円） 

 

 

 

 

〔経費負担割合〕 

区   分 国 県 市町村 その他 

移動等円滑化促進方針策定事業 

基本構想策定事業 

1/2 － 1/2 － 

〔令和８年度当初予算額〕 

         決定時期未定 

〔令和８年度補助対象団体〕 

決定時期未定 

〔備考〕 

国からの直接補助 

 

 


